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調  査  の  あ  ら  ま  し  

 

○調査の目的  

  本 調査は、中小 企業 における労働事情 を的 確に把握し、適正 な中 小企業労          

働対策の樹立並び に時 宜を得た中央会労 働支 援方針の策定に資 する ことを目      

的とする。 

○調査の方法  

     全国統一調 査票による郵送調 査  

○調査時点  

     平成２２年 ７月 1 日 

○調査対象  

     ①  調査 対 象事業所  ８００ 事業 所（製造業４５０ 、非 製造業３５０）  

     ②  有 効回 答数    ４５３ 事業 所（製造業２４１ 、非 製造業２１２ ） 

     ③  回  答  率      ５６．６％ 

○主な調査項目  

     ①  経 営状 況 

     ②  経 営上 のあい路 

     ③  経 営上 の強み 

     ④  労 働時 間 

     ⑤   年次有 給休暇 

     ⑥  障 害者 の雇用 

     ⑦   高年齢 者の 雇用 

     ⑧  最 低賃 金 引き上げ 

     ⑨  新 規学 卒者の採用と初任 給  

     ⑩   新規学 卒者の採用計画 

     ⑪  賃 金改 定状況



3 

【Ⅰ】調査概要 

１ 回答事業所数及び常用労働者数 

（１）回答事業所数及び常用労働者数 

 回答事業所４５３事業所の常用労働者数は、１５，３７４人で１事業所当たりの平均常用労働者数は

約３４人（製造業３９人、非製造業２８人）となっている。 

 男女を比率別でみると、全産業では男性が７１．０％、女性が２９．０％となっており、全国の比率

とほぼ等しい。 

 また、業種別に男女の占める割合をみると、男性で最も高い業種は「運輸業」の９１．９％、次いで

「設備工事業」の８７．４％、「総合工事業」及び「職別工事業」の８６．８％となっている。 

一方、女性では「繊維工業」が８１．８％と圧倒的に高く、次いで、「小売業」５９．７％、「食料

品製造業」４８．５％となっている。                     （表－１、表－2） 

 

（２）従業員の雇用形態別構成 

 全従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が８５．９％、「パートタイム労働者」が９．４％、

「アルバイト・その他」が４．２％、「派遣」が０．５％となっている。        

  男女別でみると、男性は「正社員」が９４．１％、「パートタイム労働者」が２．１％となってい

るのに対し、女性は「正社員」が６６．６％、「パートタイム労働者」が２６．７％と「パートタイム

労働者」の比率が高くなっている。また、女性を業種別にみると、「対個人サービス業」で「パートタ

イム労働者」が６６．５％を占めており、高い割合を示している。           （図－1） 

 

 

表―１ 回答事業所数及び常用労働者数(製造業)   （上段：実数  下段：カッコ内は比率） 

 

区 

 分 

業   種  

 

調査事

業所数 

回答事

業所数 

常  用 

労働者数 

  男 性 

    

 女 性 

 

   事業所合計 

 

８００ 

 

４５３ 

 

１５，３７４ 

 

１０，９２１ 

（７１．０） 

 ４，４５３ 

（２９．０） 

製 

 

造 

 

業 

 食 料 品 

 

 ６５ 

 

 ４１ 

 

 １，３７０ 

 

   ７０５  

（５１．５） 

   ６６５ 

（４８．５） 

 繊維工業 

 

 ３４ 

 

 １９ 

 

   ９４１ 

 

   １７１  

（１８．２） 

   ７７０ 

（８１．８） 

 木材・木製品 

 

 ６６ 

 

 ３５ 

 

   ８７６ 

 

   ６６２ 

（７５．６） 

   ２１４ 

（２４．４） 

 印刷・同関連 

 

 ５０ 

 

 ２４ 

 

   ５２６ 

 

   ３５５  

（６７．５） 

   １７１ 

（３２．５） 

 窯業・土石 

 

 ５１ 

 

 ３２ 

 

   ５７３ 

 

   ４９４  

（８６．２） 

    ７９  

（１３．８） 

 化学工業 

 

 ２５ 

 

  ６ 

 

   １９２ 

 

   １０５  

（５４．７） 

    ８７  

（４５．３） 

 金属、同製品 

 

 ６４ 

 

 ４２ 

 

 １，９１５ 

 

 １，６５２ 

（８６．３） 

   ２６３  

（１３．７） 

 機械器具 

 

 ６５ 

 

 ２６ 

 

 ２，６２５ 

 

 １，９０７ 

（７２．６） 

   ７１８  

（２７．４） 

 そ の 他 

 

 ３０ 

 

 １６ 

 

   ３５２ 

 

   １９４ 

（５５．１） 

   １５８ 

（４４．９） 

   製造業計 

 

４５０ 

 

２４１ 

 

 ９，３７０ 

 

 ６，２４５ 

（６６．６） 

 ３，１２５ 

（３３．４） 
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表―２ 回答事業所数及び常用労働者数(非製造業)  （上段：実数  下段：カッコ内は比率） 

 

区 

 分 

業   種  

 

調査事

業所数 

回答事

業所数 

常  用 

労働者数 

  男 性 

    

 女 性 

 

   事業所合計 

 

８００ 

 

４５３ 

 

１５，３７４ 

 

１０，９２１ 

（７１．０） 

 ４，４５３ 

（２９．０） 

非 

 

製 

 

造 

 

業 

 情報通信業 

 

  ４ 

 

  ６ 

 

     ３２７ 

 

   ２５７ 

（７８．６） 

    ７０ 

（２１．４） 

 運輸業 

 

 ５８ 

 

 ３２ 

 

 １，５６７ 

 

 １，４４０ 

（９１．９） 

   １２７ 

（ ８．１） 

 建設業 

 

 ８１ 

 

 ５２ 

 

 １，５７０ 

 

 １，３６６ 

（８７．０） 

   ２０４ 

（１３．０） 

 

 

 

 

 

 

 総合工事業 

 

 ４３ 

 

 ２９ 

 

 １，０２４ 

 

   ８８９ 

（８６．８） 

     １３５ 

（１３．２） 

 職別工事業 

 

 １８ 

 

  ４ 

 

    ７６ 

 

    ６６ 

（８６．８） 

    １０ 

（１３．２） 

 設備工事業 

 

 ２０ 

 

 １９ 

 

   ４７０ 

 

   ４１１ 

（８７．４） 

    ５９ 

（１２．６） 

  卸売業 

 

 ７７ 

 

 ４３ 

 

   ９１１ 

 

   ６５５ 

（７１．９） 

   ２５６ 

（２８．１） 

  小売業 

 

 ５０ 

 

 ２９ 

 

   ４６７ 

 

   １８８ 

（４０．３） 

   ２７９ 

（５９．７） 

 サービス業 

 

 ８０ 

 

 ５０ 

 

 １，１６２    ７７０ 

（６６．３） 

   ３９２ 

（３３．７） 

 

 

 

 

対事業所 

   サービス業 

 ２１ 

 

 ２２ 

 

   ５００ 

 

   ３７６ 

（７５．２） 

   １２４ 

（２４．８） 

対個人サービス業 

 

 ５９ 

 

 ２８ 

 

   ６６２ 

 

   ３９４ 

（５９．５） 

   ２６８ 

（４０．５） 

  非製造業計 

 

３５０ 

 

２１２ 

 

 ６，００４ 

 

 ４，６７６ 

（７７．９） 

 １，３２８ 

（２２．１） 

 

 

 

図―1 従業員の雇用形態別構成 
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２ 労働組合の有無 

 労働組合を組織している事業所は、全産業で１２．４％と昨年調査（１２．３％）より０．１ポイン

ト上がっている。業種別にみると、製造業が１４．９％、非製造業が９．４％であり、製造業が非製造

業よりも高くなっている。また、規模別では規模が大きくなるほど組織率が高くなっており、「１００

～３００人」での組織率は３６．４％となっている。                  （図－２） 

 

図―２ 労働組合の有無 

 
 

３ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

 県内の中小企業の経営状況をみると、「悪い」が５０．１％と最も多く、「変わらない」は３７．７％、

「良い」は１２．１％となっている。昨年の調査との比較では、「悪い」が２５．８ポイントも大幅に

減尐、「変わらない」が１８．８ポイント大幅に増加、「良い」は６．９ポイント増加しており、昨年

よりも厳しさが緩んだ結果となった。 

 ちなみに全国平均では、「良い」が１１．２％、「悪い」が５３．６％となっており、全国平均と比

べてみると「良い」は０．９％多く、「悪い」は３．５％尐ない結果となっている。 

業種別に見ると、「機械器具」の５０．０％が 1 年前と比べて良いと回答している。   （図―３） 

 

図―３ 経営状況 
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（２）主要事業の今後の方針 

 主要事業の今後の方針をみると、「現状維持」が６４．７％、次いで「強化拡大」が２３．４％、「縮

小」は１１．０％となっており、昨年との比較では「縮小」、「廃止」、「現状維持」が減尐している

のに対し、「強化拡大」が２．９ポイント増加しており、事業経営に対して積極的な企業が尐し増加し

た。また、業種別では、「強化拡大」は「機械器具」で５３．８％と最も多くなっている。（図―４） 

  

図―４ 主要事業の今後の方針 

 
 

（３）経営上のあい路 

 経営上のあい路を３項目以内で選択してもらった結果、「販売不振・受注の減尐」が６６．４％と最

も多く１３年連続で１位となっている。次いで、「同業他社との競争激化」（４４．１％）、「製品価

格(販売価格)の下落」（２６．１％）と続いており、「同業他社との競争激化」は昨年の３５．０％か

ら９．１ポイント増加した。 

 また全国の状況も、上位３位は同じ項目となっている。                （図―５） 

 

図―５ 経営上のあい路 
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（４）経営上の強み 

 経営上の強みを３項目以内で選択してもらった結果、「顧客への納品・サービスの速さ」が３３．９％

と最も多く、次いで、「製品の品質・精度の高さ」（２８．９％）、「組織の機動力・柔軟性」（２５．

３％）と続いており、この３項目の順位はここ４年変動がない。              

業種別でみると、製造業は「製品の品質・精度の高さ」が最も多く、「繊維工業」で６３．２％を占

める。非製造業は、「顧客への納品・サービスの速さ」が最も多く、「卸売業」で５２．４％、「小売

業」で５１．７％となっている。                          （図―６）                  

 

図―６ 経営上の強み 
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の労働に関しては本県の方が高い割合を示している。                （図―７） 
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（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

 従業員１人当たりの月平均の残業時間をみると８．８７時間で昨年の９．４４時間と比べてみると０．

５７時間の減尐となっており、残業時間は減尐傾向にあることが窺える。 

内訳をみると、「１～１０時間未満」が３６．６％と最も多く、次いで「残業０時間」が２５．５％

となっており、「残業０時間」は昨年（２３．０％）を２．５ポイント上回った。 

製造業（７．７３時間）と非製造業（１０．１８時間）とでは、非製造業が２．４５時間上回ってお

り、業種別では、「運輸業」が２２．１９時間と最も長く、逆に「繊維工業」が３．１６時間と最も短

くなっている。                                  （図－８）  

図―８ 月平均残業時間 

 

 

（３）時間外労働が４５時間・６０時間を超える従業員がいる月の頻度 

  １ヵ月あたりの時間外労働が４５時間を超える人がいる月の頻度が「ほぼ毎月」である事業所は本県

では８．６％、全国平均では１０．９％であり、また、１ヵ月あたりの時間外労働が６０時間を超える
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業員がいる月の頻度が６９．６％、６０時間を超える従業員がいる月の頻度は４８．４％であった。 

                  （図－９、図－１０） 
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図－１０ １ヵ月の時間外労働が６０時間を超える人がいる月の頻度 

 

 

 

（４）時間外労働削減の取り組みの有無 
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と８４．７％の事業所で時間外労働を削減する取り組みが行われている。 

規模別では、規模が小さいほど時間外労働の削減が難しい傾向にあり、「１～９人」では「取り組み

はしていない」が３０．７％であった。                       （図－１１） 
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（５）時間外労働削減の取り組み内容 

時間外労働を削減する取り組みについて３項目以内で選択してもらった結果、「仕事のやり方の工

夫・改善」が７６．０％で最も多く、次いで「管理職による残業時間管理の徹底」（４６．９％）、「帰

りやすい雰囲気づくり」（２４．０％）、「従業員と時間外労働削減の話し合い」（２２．５％）とな

った。秋田県では、全国に比べて「管理職による残業時間管理の徹底」が多くなっている。(図－１２) 

 

図－１２ 時間外労働削減の取り組み内容 
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が必要である。                                （図―１３） 
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図－１３ 年次有給休暇の平均付与日数 

 

 

 

また、従業員１人当たりの平均取得日数は、秋田県は「６．９５日」と、昨年の「６．７７日」より
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図－１４ 年次有給休暇の平均取得日数 

 

 

 

 

（２）年次有給休暇取得促進の取り組み状況 

 年次有給休暇の取得を促進しようとする取り組みについて、「ある程度推進している」が３５．８％、

「積極的に推進している」が５．１％で、合計すると４０．９％の事業所で何らかの取り組みが行われ

ており、全国（３６．６％）よりも本県の方が取得促進に取り組んでいる企業の割合が大きい。 

 規模別では、規模が大きいほど年次有給休暇取得促進に取り組んでいる事業所の比率が高くなり、「１
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図－１５ 年次有給休暇取得促進の取り組み状況 

 

 

（３）年次有給休暇取得促進の取り組み内容 

年次有給休暇の取得を促進しようとする取り組みについて３項目以内で選択してもらった結果、「半
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（４）年次有給休暇取得促進に取り組む理由 

 年次有給休暇の取得の促進に取り組んだ理由について３項目以内で選択してもらった結果、「従業員

の健康や安全確保のため」が７２．６％で最も多く、次いで「従業員の勤労意欲・能率向上のため」（６

４．２％）、「従業員の家庭生活充実のため」（５３．１％）となり、全国の上位３項目も同じであっ

た。                                     （図－１７） 

図－１７ 年次有給休暇取得促進に取り組む理由 
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また、「現在障害者を雇用している」事業所は、規模が大きい方が障害者を受け入れている比率が高

くなっており、「１００～３００人」では７５．８％となっている。         （図－１８） 
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図－１８ 障害者雇用の有無 

 

 

 

               表－３ 現在雇用している障害者の人数           (人) 

 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他 合 計 

製 造 業 ７７ ３４ ２ １ １１４ 

非製造業 ３３  ２ ４ １  ７６ 

秋田県計 １１０ ３６ ６ ２ １９０ 

 

 

（３）今後の障害者雇用予定 

 今後の障害者雇用の予定をみると、「新規雇用する予定がある」事業所はなく、「新規雇用を検討中

である」が６．４％、「新規雇用する予定はない」が９３．６％であり、新規の雇用が困難な状況とな

っている。                                   （図－２０） 

図－２０ 今後の障害者雇用予定 
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（４）障害者雇用に当たっての課題 

 障害者を雇用するにあたってどのような課題があるかをみると、「担当業務の選択」が５７．４％で

最も多く、次いで「作業の効率性」（３３．０％）となっており、障害者の作業効率に対する不安が大

きいことがわかる。 

また、４番目に多かった「周囲とのコミュニケーション」では、非製造業１６．１％に対して製造業

は２７．２％であり、「印刷・同関連」「食料品製造業」「化学工業」で比率が高くなっている。 

（図―２１） 

 

図－２１ 障害者雇用に当たっての課題 
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 ６５歳までの高年齢者の雇用確保についての措置状況をみると、「継続雇用制度を導入している」が

圧倒的に多く７２．０％となっている。また、「該当者がいないので対応していない」が全国では１８．

７％であるのに対し、本県では１２．１％であり、高年齢者雇用確保への対応状況は本県の方が進んで

いる。なお、「定年の定めを廃止している」事業所は、本県全体で２．９％のみである。 （図―２２） 
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図－２２ ６５歳までの高年齢者雇用確保措置への対応状況 

 

                                 

 

（２）継続雇用対象者の基準 

 継続雇用の対象となる者の基準をみると、「希望者全員を対象とし基準は設けていない」が最も多く、

製造業で５５．１％、非製造業で４８．９％となっており、製造業の方が全員を対象とする比率が高い。

また、「就業規則により制度の対象となる者の基準を設けている」についてみると、製造業が３２．０％、

非製造業が４１．６％と非製造業の比率が高くなっており、「対個人サービス業」（５７．９％）、「小

売業」（５０．０％）「対事業所サービス業」（５０．０％）、で比率が高くなっている。（図－２３） 

 

図－２３ 継続雇用対象者の基準 
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（３）継続雇用の高年齢者の雇用形態 

継続雇用者の雇用形態についてみると、「嘱託社員・契約社員」が最も多く（製造業５６．６％、非

製造業６６．９％）、全体では６１．１％となっている。また、「正社員」は製造業が３７．４％、非

製造業が３０．３％で、製造業の方がやや多い結果となった。なお、全国では「パート・アルバイト」

が２０．７％であり、本県（１３．３％）を７．４ポイント上回っている。     （図－２４） 

 

図－２４ 継続雇用の高年齢者の雇用形態 

 

 

 

（４）高年齢者継続雇用による課題 

高年齢者を継続雇用する上での課題として多くの事業所があげているのは、「高年齢者の健康管理・

体力の維持」（４９．９％）、「若年者の採用の手控え」（３１．１％）、「高年齢者の担当する仕事

の確保」（２４．９％）である。「若年者の採用の手控え」を課題とする事業所は、全国で２３．１％、

本県で３１．１となっており、本県の方が若年者の採用に与える影響が大きい。 

また、従業員規模が「１００～３００人」の事業所の３４．４％が、「以前の部下や若手との人間関

係」が課題であると回答している。 

なお、従業員規模１０人未満の事業所の３６．０％が「特に課題となることはない」と回答している。 

（図－２５） 

 

（５）６５歳以上の高年齢者雇用について 

６５歳以上の高年齢者の雇用について、４８．１％の企業が「６５歳以上の人を雇用する考えはな

い」と回答している。 

なお、全国では４１．５％の企業が６５歳以上の人を雇用しており、本県の３０．１％を１０．４

ポイント上回っている。 

本県では、「職別工事業」の７５．０％の企業が６５歳以上の人を雇用しており、突出した結果と

なった。                                   （図－２６） 
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図－２５ 高年齢者継続雇用による課題 

 

 

 

図―２６ ６５歳以上の高年齢者雇用について 
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８ 最低賃金引き上げ  

（１）最低賃金引き上げの影響 

 最低賃金が時給８００円以上に引き上げられた場合、経営にどのくらい影響があるかについて、「大

きな影響がある」と「多尐影響がある」の２つを合わせると５３．３％となっており、過半数の事業

所に最低賃金引き上げの影響があることがわかる。 

なお、「大きな影響がある」比率が高い業種は、「繊維工業」（７８．９％）、「食料品製造業」

（５３．７％）、「化学工業」（５０．０％）、「印刷・同関連製造業」（４５．８％）、「運輸業」

（４５．２％）となっている。                          (図－２７) 

 

図－２７ 最低賃金引き上げの影響 
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（２）最低賃金引き上げの影響がある場合の必要な対応 

 最低賃金が引き上げられた場合にどのような対応が必要になるかについて、３項目以内で選択しても

らった結果、「正社員の賃金の引き上げ」「パートタイマーの時給の引き上げ」「アルバイトの時給の

引き上げ」が上位となっている。                          （図－２８） 

 

図－２８ 最低賃金引き上げの影響がある場合の必要な対応 
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９ 平成２２年３月新規学卒者の採用と初任給  

（１）新規学卒者の採用状況 

 平成２２年３月の新規学卒者の採用者数は、全体で１３９名と昨年３月卒業者（１２６名）を１３名

上回り、増加に転じた。このうち、大学卒では昨年３月卒業者（１６名）を１０名上回り２６名となっ

ている。                                     （表―４） 

 

       表―４ 新規学卒者の採用状況           (人) 

区   分 平成２０年３月卒 平成２１年３月卒 平成２２年３月卒 

高 校 卒     １１２      ９０      ９１ 

専門学校卒     ２９     １３     １５ 

短 大 卒 ６ ７  ７ 

大 学 卒 ２１ １６ ２６ 

 合  計      １６８  １２６  １３９ 

 

 

（２）平成２２年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額 

平成２２年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額（平成２２年６月支給額）を学歴別にみると、

次のとおりである。                               （表―５） 

 

              表―５ 新規学卒者の初任給（加重平均）             (円) 

 区 分 

 

高校卒  専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全国平均

秋 田 県

製 造 業

非製造業 

155,158  

 136,800  

 135,029  

142,674 

150,825 

136,000 

135,000 

136,286 

164,525 

151,154 

151,444 

150,500 

166,317 

126,000 

130,000 

122,000 

172,214 

176,333 

－ 

176,333 

163,939 

158,070 

153,467 

171,880 

194,684 

170,673 

171,429 

170,013 

191,331 

173,431 

176,338 

165,680 

 

(注)単純平均は、各事業所の１人当たり平均初任給額を足し上げ、事業所数で除し

た数値です。 

 加重平均は、各事業所の１人当たり平均初任給額に採用した人数を乗じて得た    

数の総和を採用した人数の総和で除した数値です。 

 

①高校卒 

 高校卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１３６，８３３円（加重平均１３６，８００円）、事務

系１３６，０６７円（同１３６，０００円） 

 

②専門学校卒 

 専門学校（専修学校専門課程：２年以上）卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１４９，５００円

（加重平均１５１，１５４円）、事務系１２６，０００円（同１２６，０００円） 

 

③短大卒（含高専） 

 短大（含高専）卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１７２，０００円（加重平均１７６，３３３

円）、事務系１５９，８６０円（同１５８，０７０円） 
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④大学卒 

 大学卒業者の初任給は、単純平均で技術系が１６８，９３１円（加重平均１７０，６７３円）、事務

系１７７，７３６円（同１７３，４３１円）  

 

１０ 平成２３年３月新規学卒者の採用計画 

 平成２３年３月新規学卒者の採用計画については、「ある」とする事業所が４５３事業所のうち５１

事業所（１１．３％）と前年度に比べて１．３ポイント増加しているのに対し、「ない」とする事業所

は３０２事業所（６６．７％）と前年度に比べ９．２ポイント減尐しており、採用状況はわずかに増加

傾向であることが窺える。                            

また、採用計画が「ある」と回答のあった５１事業所を業種別でみると、「情報通信業」が５０．０％

と最も多く、次いで、「機械器具」が３８．５％、「職別工事業」が２５．０％と続いている。 

なお、規模が大きくなるほど採用計画があり、「１００～３００人」では４２．４％を占めている。                     

 （図－２９、図－３０） 

図―２９ 平成２２年度採用計画 

 

 

図―３０ 採用予定事業所数 
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１１ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況 

 本年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引き上げた」事業

所（１２９事業所）が２８．５%で昨年の２３．１%に比べ５．４ポイント増加している。 

また、「引き下げた」事業所（１９事業所）は４．２％で昨年（７．３%）に比べ３．１ポイント下

がっている。 

一方、「引き上げた」事業所と「７月以降引き上げる予定」の事業所（３．１％）を合わせると「引

き上げ」の方向で賃金改定を行った（行う）事業所は３１．６％で、昨年よりも４．８ポイント増加し

ている。規模別にみると、規模が大きい事業所ほど賃金の引き上げを行う傾向があり、業種別では、「情

報通信業」、「機械器具製造業」、「その他製造業」が５０．０％と最も多く、次いで、「対事業所サ

ービス業」（４５．４％）、「設備工事業」（４２．１％）と続いている。     （図－３２）                     

 

図―３２ 賃金改定状況 

 

 

 

（２）平均昇給額 

 賃金改定を実施した事業所の中で「引き上げ」を行った事業所の昇給額をみると、秋田県全体では単

純平均で４，２８２円（全国平均：５，４９５円）、加重平均で３，３１５円（同：４，０９４円）と

なっている。 

加重平均で業種別にみた場合、製造業が２，８４９円、非製造業が４，３３４円と非製造業が１，４

８５円高くなっている。                              （表―５） 

加重平均で昇給額が最も高かった業種は、「印刷・同関連製造業」で１０，５０６円、次いで「職別

工事業」で９，３６３円、次いで、「設備工事業」で６，５１５円、「対事業所サービス業」の６，０

９５円と続いている。 

次に、「引き下げ」を行った事業所の引き下げ額をみると、秋田県全体では単純平均で１７，４９７

円（全国平均：２３，３８４円）、加重平均で１３，６５０円（同：１５，２６３円）となっており、  

業種別では、製造業が１２，１７５円、非製造業が２７，９５９円となっている。   （表－６） 

また、秋田県全産業の平均の昇給額をみると、加重平均で７６５円（単純平均：９０２円）と昨年の

３３８円に比べて４２７円増加している。 

業種別では、製造業が２１５円（加重平均）に対して、非製造業が２，０６２円（同）と製造業と非

製造業とでは１，８４７円の差が生じている。                   （図－３３） 
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表―６ 平均昇給（引き上げ事業所） 

区  分 秋田県計 製造業 非製造業 

昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％） 

単純平均 ４，２８２  ２．００  ３，５８７   １．７７  ５，０５１   ２．２２ 

加重平均  ３，３１５  １．４９  ２，８４９   １．３５  ４，３３４   １．７５ 

 

表―７ 平均昇給（引き下げ事業所） 

区  分 秋田県計 製造業 非製造業 

昇給額（円） 昇給率（％） 昇給額（円） 昇給率（％）  昇給額（円） 昇給率（％） 

単純平均 －１７，４９７ －７．７９ －１６，６３５ －７．６２ －１９，７３７ － ８．１９ 

加重平均 －１３，６５０ －５．９９ －１２，１７５ －５．４４ －２７，９５９ －１０．５４ 

 

図―３３ 平均昇給額の推移（加重平均）
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